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民間投資額（兆円）
政府投資額（兆円）
就業者数（万人）
許可業者数（千業者）

建設投資のピーク
84.0兆円（4年度）

就業者数のピーク
685万人（9年平均）

許可業者数のピーク
600千業者（11年度末）

建設投資
38.5兆円

就業者数ピーク比
▲24.5％

許可業者数ピーク比
▲14.5％

建設投資ピーク時比
▲54.2％

建設投資額は
（財）建設経済研究所の
試算による

517万人
（21年平均）

513千業者
（21年度末）

出所 ： 国土交通省「建設投資見通し」・「許可業者数調べ」、総務省「労働力調査」
注1 投資額については平成18年度まで実績、19年度、20年度は見込み、21年度、22年度は建設経済研究所見通し
注2 許可業者数は各年度末（翌年3月末）の値
注3 就業者数は年平均
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出典：OECD・National Accounts、日本の値は内閣府平成20年度国民経済計算（確報）
　　　・平成17年の英国のIgについては、英国原子燃料会社（BNFL）の資産・債務の中央政府への承継（約145億ポンド）の影響を除いている。

12年間で、イギリスは約2.8倍・アメリカ

は約2倍となる一方、日本は半減

アメリカ

イギリス

フランス

ドイツ

日　本

278.2

198.7

160.8

96.7

47.4

6.5

6.0

5.5

5.0

4.5

4.0

3.5

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

（％）

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22（暦年）
出典：OECD・National Accounts、日本の値は内閣府平成20年度国民経済計算（確報）
　　　・平成17年の英国のIgについては、英国原子燃料会社（BNFL）の資産・債務の中央政府への承継（約145億ポンド）の影響を除いている。
　　　・平成21年から平成22年までは、佐藤信秋事務所推計
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ふる里を守る良質な建設産業が大変な状況。早期に大型補正予算  が必要。3

すでに公共投資は、1990年頃のGDP比6％から、現在では、3％に抑えられて  いる。もうこれ以上は、削れない（諏訪中央病院名誉院長。鎌田寛「ウェットな資本主義」より）。4

○建設投資額（平成22年度建設経済研究所見通し）は約38兆円で、ピーク時（4年度）から約54％減
○建設業者数（20年度末）は約51万業者で、ピーク時（11年度末）から約15％減
○建設業就業者数（21年平均）は517万人で、ピーク時（9年平均）から約25％減　  ※22年3月は489　万人（前年同月比33万人減）

○日本の公共投資が減り続ける中、欧米は公共投資を増加
○我が国の一般政府公的固定資本形成（注）の対ＧＤＰ比は22年は欧米諸国と同等以下の水準 （注：  国と地方公共団体の行う社会資本の新設、改良等。公営企業が行うものは含まれない。また、用地費、補償費は含まれない。）

一般政府公的固定資本形成の推移（平成8年を100とした割合） 一般政府公的固定資本形成のＧＤＰに占める割合
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